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農業分野の特定技能外国人の受入れ状況

○農業分野で働く技能実習生と特定技能外国人の総数は令和５年12月末時点で約５万4,000人。
○特定技能外国人は制度が創設された令和元年度からの５年間で約2万８,000人となり、割合も年々増加傾向。
○国籍別では、インドネシア、ベトナム、フィリピンの順で多くなっている。
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農業分野の技能実習生数及び特定技能外国人数の推移

資料：出入国在留管理庁「職種・作業別 在留資格「技能実習」に係る在留者数」
（令和５年12月末現在）及び
出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」（令和５年12月末現在）
を基に農林水産省で作成

資料：出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」
（令和６年６月末現在）を基に農林水産省で作成

（単位：人）
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東海地域における農業分野の特定技能外国人の受入れ状況

○東海地域（岐阜県、愛知県、三重県の合計）は約1,700人と全体の約６％を占めている。
○愛知県は全国で８番目に多く、岐阜県は21番目、三重県は25番目となっている。
○人数は岐阜県及び愛知県で年々増加。三重県は令和５年12月時点は減少しているが、ほぼ年々増加してい
る。

東海地域の農業分野の特定技能外国人数の推移

資料：出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」（令和６年６月末現在）を基に農林水産省で作成
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インドネシア
6,800 人

35%

ミャンマー
2,265 人

12%

カンボジア
767 人

4%
スリランカ

524 人
3%

タイ
418 人

2%

その他
1,257 人

6%

日本国内
7,341 人

38%
１号・２号
合格者数
19,372人

農業技能測定試験の実施状況等について

○農業技能測定試験の合格者数は令和５年度で約２万人であり、年々増加。
○令和２年度以降、１号試験の合格率は約90％前後で推移。
○ 2号試験について、令和５年度は55人（合格率：20.8％）、令和６年度は９月時点で445人（合格率：

37.7％）が合格。

試験実施国別合格者数の内訳（令和５年度）農業技能測定試験合格者数の推移

資料：一般社団法人全国農業会議所「農業技能測定試験の実施状況等について」（令和６年７月12日）及び農業技能測定試験Webサイト「試験実施結果」を基に農林水産省で作成
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農業特定技能外国人材満足度アンケート調査結果

68.6%

28.4%

2.7% 0.3%
１ 仕事の内容

満足

少し満足

少し不満

不満

64.0%

32.9%

2.7% 0.5%
２ 労働環境

満足

少し満足

少し不満

不満

(951)

(489)

(40)

(7)

(回答数：計1,487)

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 回答数

仕事の量が多い 12

仕事の量が少ない 15

仕事内容がむずかしすぎる 6

仕事内容が簡単すぎる 5

指導が分かりにくい 4

仕事に面白みがない 16

合計 58

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 回答数

残業が多い 4

残業が少ない 32

労働時間が長い 4

労働時間が短い 12

休日が多い 10

休日が少ない 13

昇給・キャリアパスがない 27

給料が少ない 29

合計 131

○回答数： 1,487件（前年度：711件）
○回答期間：令和６年2月2日～2月25日
○対応言語：英語、タイ語、インドネシア語、中国語、

ミャンマー語、カンボジア語、ベトナム語

(1,020)

(423)

(40)

(4)

(回答数：計1,487)

★97.0％が満足又は少し満足と回答

★96.9％が満足又は少し満足と回答
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農業特定技能外国人材満足度アンケート調査結果

68.9%

30.9%

0.0%

0.2%３ 雇用主との人間関係

満足

少し満足

少し不満

不満

(1,024)

(460)

(0)

(3)

(回答数：計1,487)

65.3%

32.1%

2.1%

0.5%４ 同僚との人間関係

満足

少し満足

少し不満

不満

(971)

(477)

(31)

(8)

(回答数：計1,487)

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 農業分野

パワハラ 1

セクハラ 1

暴力・暴言・脅迫 1

外国人差別 1

異文化習慣に対する理解が得られない 0

日本文化を強要されたことがある 1

コミュニケーションがとれない 2

合計件数 7

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 農業分野

パワハラ 12

セクハラ 2

暴力・暴言・脅迫 4

外国人差別 7

異文化習慣に対する理解が得られない 13

日本文化を強要されたことがある 3

コミュニケーションがとれない 13

合計件数 54

★99.8％が満足又は少し満足と回答

★97.4％が満足又は少し満足と回答
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外国人材受入総合支援事業

＜対策のポイント＞
農業、漁業、飲食料品製造業、外食業の各分野における外国人材の確保と適正かつ円滑な受入れに向けて、外国人材の知識・技能を確認する試験の実

施や現地説明・相談会の開催、働きやすい環境の整備等に加えて、外国人材に対する学習機会の提供の取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の分野における外国人材の確保
○ 外国人材が働きやすい労働環境の整備の推進

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．技能試験の円滑な実施
外国人材の知識及び技能を評価・確認するための試験の作成・更新・実施
を支援します。

２．外国人材が働きやすい環境の整備
農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の各分野で就労する外国人材が働
きやすい環境整備等のために相談窓口の設置、外国人材の労働環境の調査・
分析、雇用主等への助言活動、優良事例の収集・周知等の取組を支援します。

３．（令和５年度補正予算）働きやすい環境づくり緊急対策のうち外国人材の呼

び込み体制の強化に対する支援

上記１、２のほか、農業分野において、海外の教育機関等と連携した現地
説明・相談会の開催及び国内の外国人材に対して、農業知識や科学的な素養
を学習する機会の提供に取り組む際に必要なカリキュラム・コンテンツの開
発や講習会開催等の取組を支援します。

＜事業の流れ＞

国

民間団体等

民間団体等

漁協等

定額定額

（１の事業、２の事業の一部）

（２の事業の一部）

定額

【令和６年度予算概算決定額 243（324）百万円】

（令和５年度補正予算額 650百万円の内数）

○ 令和５年度補正予算
   １.海外で働く意向のある外国人材に対する、受験の促進と日本の農業現場への
   就労支援のため、現地説明・相談会を開催
   ２.国内の外国人材への学習機会の提供

○ 令和６年度予算
１.日本で即戦力となり得る知識及び技能を有しているかを確認するために必要な
試験の作成・更新、国内外での試験の拡大・実施
２.外国人材等がアクセスしやすい相談体制の整備、外国人材の労働環境の実態

  把握と改善のための助言、雇用主による就労環境改善の取組事例の周知等

現地説明・相談会の開催 学習機会の提供（農業）

民間団体等

試験の実施（農業・漁業）試験の作成・更新

相談窓口
の設置

外国人材の労働環境の
調査・分析、雇用主等への助言活動

優良事例の
収集・周知 等

民間団体等

１.

２.

［お問い合わせ先］

（農業分野） 経営局就農・女性課
（漁業分野） 水産庁企画課 ・
（飲食料製造業分野）大臣官房新事業・食品産業部食品製造課
（外食業分野） 外食・食文化課

（03-6744-2159）
（03-6744-2340）
（03-6744-1869）
（03-6744-2053）
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外国人材向け・事業者向け相談窓口の設置

○ 日本の農業現場で就労する外国人材が働きやすい環境を整備するため、外国人材受入総合支援事業において、外
国人材及び事業者向け相談窓口の設置を支援。（事業実施主体は株式会社JTB）

○ 相談窓口は電話とメール、オンライン対面の３種類を設置し、外国語13言語に対応。
○ 外国人材の労働環境の調査・分析を行い、回答内容に応じ外国人材へ助言活動を実施。

＜今後の取組＞

日本国内の外国人材がより相談しやすい手段として、

LINEを活用したチャット・チャットボットの設置を

検討。

相談窓口特設ページはこちら
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